環境計量証明事業所調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年月　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査職員　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
チェック

１　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
２　事業所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
３　電話番号等　　ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　　　　　　　　　　　　　 　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
４　事業所の責任者及び連絡担当者

　(1)　責任者の職名及び氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　(2)　担当者の所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　(3)　担当者の職名及び氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
５　事業所の概要(会社案内があれば御恵与ください)

　(1)　設立年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　(2)　事業内容等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(3)　従業員数　　　　　　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　内訳

　　　ア　環境計量士　　　　　　　　名　　イ　分析担当者　　　　　　　　名　　　 □　
　　　ウ　営業担当者　　　　　　　　名　　エ　上記以外の者　　　　　　　　名　　　 □　
　(4)　当事業所に占める計量証明事業の比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　　業務量又は金額ベース等　　　　　　　　　　　　　　　　％　　　 　　　　　　　　□　
　(5)　分析(測定)業務にかかわる組織図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　　事業規程のとおりを確認

　(6)　環境計量士の職務と勤務形態(＊(6)は記入の必要はありません)

　　ア　環境計量士が十分指導できる立場に配置されていること　　　　 　　　　　　　　　□　
　　イ　環境計量士が複数いる場合の役割分担が明確にされていること　　 　　　　　　　　□　
　　ウ　環境計量士（□自社　□社外契約者）の勤務形態が明確であること　　 　　　　　　□　
　(7)　当事業所以外の登録事業所の有無（他県を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　ア　無

　　イ　有(この場合、所在地及び事業区分を記すこと)

　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　登録の区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６　計量証明の対象物質名と測定分析方法及び分析方法に対応する機器　　 　　　　　　　　□　
　　　主な対象分野
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７　計量証明件数(登録申請に係る事業区分の年間予定数)

　(1)　濃度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　ア　大気関係 　　　　　　約　　　　　　　　　件／年　
　　イ　水質関係 　　　　　　約　　　　　　　　　件／年　
　　ウ　土壌関係 　　　　　　約　　　　　　　　　件／年　
　(2)　特定濃度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　
　　ア　大気関係 　　　　　　約　　　　　　　　　件／年　
　　イ　水質関係 　　　　　　約　　　　　　　　　件／年　
　　ウ　土壌関係 　　　　　　約　　　　　　　　　件／年　
　(3)　音圧レベル　　　約　　　　　　　　　件／年　　　　　　　　　　　　　　　□　
　(4)　振動加速度レベル　　　約　　　　　　　　　件／年　　　　　　　　　　　　　　　□　
８　事業範囲(登録申請に係る事業区分の年間予定数)

　(1)　事業対象

　官公庁　　　　　　　　　　　％　　　　官公庁以外　　　　　　　　　　　％　　　 □　
　(2)　対象エリア

　県内　　　　　　　　　　　％　　　　県外　　　　　　　　　　　％　　　 □　
９　分析(測定)業務の外部委託の有無(当該事項に○印を付すこと)　　　　　　　　　　　　 □　
　(1)　無

　(2)　有 　　例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 □
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 □
１０　計量証明用設備の所有形態(当該事項に○印を付すこと)　　　　　　　　　　　　　　 □
　(1)　全部社有物品
　(2)　一部リース(レンタル)…物品名を記入のこと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１　濃度の場合の排水、排ガス処理施設(当該事項に○印を付すこと)　　　　　　　　　　 □
　(1)　敷地内自社施設で全部処理

　(2)　一部外部委託(この場合該当物質名を記すこと)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
登録の区分


　□濃度　(大気、水又は土壌) 


　□特定濃度　(大気、水又は土壌)


　□音圧レベル　□振動加速度レベル








